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研究成果の概要（和文）：本研究プロジェクトの目的は，公的統計データを用いた領域横断的格差研究を行うこ
とである．「就業構造基本調査」「国勢調査」「国民生活基礎調査」「賃金構造基本調査」「21世紀出生児縦断
調査」などの公的統計データを用いて実証分析を行い，大規模サンプルの利点を活かし，経済的格差・社会保障
という経済学的視点，社会・文化的格差という社会学的視点，健康・医療格差という疫学的視点という3つの視
点から格差・不平等にアプローチした研究成果を報告した．研究は，公的統計データを単独で使用するだけでは
なく，独自の社会調査で用いる尺度構築や社会調査の研究課題の探索にも用いられた．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research project is to conduct cross-disciplinary 
research using official statistical data. We conducted empirical analyses using official statistical
 data such as the Employment Status Survey, the Population Census, the Comprehensive Survey of 
Living Conditions, the Basic Survey on Wage Structure, and the Longitudinal Survey of Newborns in 
the 21st Century, etc. We took advantage of the large sample size to conduct empirical analysis from
 three perspectives: the economic perspective of economic disparity and social security, the 
sociological perspective of social and cultural disparity, and the epidemiological perspective of 
health and medical care disparity. The research was conducted not only by using official statistical
 data alone, but also by constructing scales for use in social surveys and exploring research 
questions in social surveys.

研究分野： 社会学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
公的統計データが活用できるようになってから10年以上が経過したが，十分には活用されていない．本研究では
複数の公的統計の利用を申請し，研究グループを立ち上げて共同研究をすすめることで，公的統計データの社会
学，経済学，疫学における利用の促進と，それらを用いた研究成果の発信を行った．大規模なサンプルを用いた
研究から，日本社会における格差・不平等の実態と構造（例えば職業的地位の構造，学歴，所得との関係，夫婦
の学歴の関連の時代的変化など）が，既存の社会調査よりも高い精度で明らかになった．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
日本においては，複数の時代についての様々な公的統計データが存在しているが，集計結果の

みが公開され，研究者には個票データの利用・分析は制限されてきた．しかし，2007 年の統計
法の全部改正によって研究者にもその個票データが利用可能となった．それから約 10 年経過し，
経済学や疫学では公的統計データを用いた研究が蓄積されつつあるものの，社会学の分野では
ほとんど活用されていない．また，複数分野の研究者による公的統計データの共同利用・共同研
究や利用方法の検討は十分に行われていない．そこで，本研究プロジェクトは，各領域で個別に
行われてきた公的統計データを用いた研究を，格差・不平等を対象とした領域横断的な研究へと
発展させること，またその実践を通じた教育を行い，若手研究者育成のプログラムを構築するこ
とを目的とした． 
 
 
２．研究の目的 
 
 研究の目的は次の 3つに大きく分けることができる． 
 
（1）公的統計データを用いた領域横断的格差研究 
近年多くの研究分野で注目を集める格差・不平等の問題に対して，経済的格差・社会保障とい

う経済学的視点，社会・文化的格差という社会学的視点，健康・医療格差という疫学的視点とい
う 3 つの視点からアプローチし，ライフスタイルとライフチャンスの格差生成メカニズムの総
合的解明を行う．そして，日本社会における格差・不平等の現状とメカニズムを多様な視点から
明らかにする．具体的には図 1の上部の 3つの視点からのアプローチ目的とする． 
 

 
図 1：研究プロジェクトの概要 

 

 
（2）公的統計データを用いた共同利用・共同研究 

公的統計データを用いた社会階層構造の基礎的分析について共同利用・共同研究を行う．具体

的には図 1の土台について分析を行う． 

 
（3）公的統計データ利用促進のための活動と大学院での教育 

データの申請から報告までの研究プログラムを確立しつつ，実践を通じて若手研究者の育成

を行う． 

 

以上の課題を遂行することで，格差生成メカニズムを多様な視点から明らかにし，科学的知見
に基づく政策的インプリケーションを導くことを目的とした． 

 

 
３．研究の方法 
 



 研究の方法について，目的別に 3 つにまとめた．基本的には公的統計の個票データ，匿名デー
タ，集計データを用いた分析となるが，社会調査データの収集や分析への応用も含まれる． 
 
（1）公的統計データを用いた領域横断的格差研究 
多様な目的を背景に得られた公的統計データの特徴を十分に活用し，社会学，経済学，疫学を

中心とした枠組みから以下の課題を遂行する（図 1の 3つの視点に対応）． 
 
①経済的格差・社会保障に関する研究 
②社会・文化的格差に関する研究 
③健康・医療格差に関する研究 

 
①では，所得格差について，不平等（inequality）と階層（stratification）という視点から

アプローチする．また，介護保険サービスについての分析を行う． 
②では，社会生活基本調査を用いて，社会経済的地位と社会・文化的な活動の関連および社会・

文化的な活動の世帯員間の類似性に注目し，人々のライフスタイルと経済的格差や健康格差の
関連に注目した分析を行う．また国民生活基礎調査を用いて，ひとり親家庭を離別と死別に分け，
それと子どもの健康や現状との関連や因果効果・因果媒介効果について分析する． 
③では，健康項目を含む公的統計データを用いて，特に喫煙・飲酒などの健康行動と社会経済

的格差の関連について明らかにする． 
 
（2）公的統計データを用いた共同利用・共同研究 
特に社会学を専門とする研究者（研究協力者）で研究会を開催し，公的統計データを用いた社

会階層構造の基礎的分析についての研究を行う（図 1の土台に対応）． 
 
（3）公的統計データ利用促進のための活動と大学院での教育 
大学院において公的統計データの匿名データを利用した実習を行う．また，これまでの公的統計
データの申請プロセスについてまとめ，報告し，その利用を促進する． 
 
 
４．研究成果 
 
（1）公的統計データを用いた領域横断的格差研究 
① 経済的格差・社会保障に関する研究 
所得格差について，不平等（inequality）と階層（stratification）という視点からアプロー

チを行った．その数理的定式化の検討を行い，「賃金構造基本調査」や社会調査データに対して
その方法を適用することで，所得格差に対する新たなアプローチの方法を示した．具体的には，
ケア労働者の賃金格差について日本と中国を対象とし，ノンパラメトリックな方法
(nonparametric stratification index (NSI))を用いて分析を行った．また，2000 年から 2015
年までの日本の国勢調査から構築したパネルデータを用いて，介護保険(LTCI)サービスの利用
可能性が都道府県の雇用率に与える因果効果を推定した. 
 
②社会・文化的格差に関する研究 
「社会生活基本調査」で，親子のデータを作成し，客観的属性情報を用いた社会空間データを

作成した．また社会空間の第 1軸を社会経済的スコアとして用い，子どもの社会・文化的活動に
対する影響とそのジェンダー差について明らかにした．「就業構造基本調査」のデータからは，
「社会生活基本調査」の職業カテゴリに与える社会経済指標と社会的地位指標が作成された．そ
して，「社会生活基本調査」のデータ分析から，社会的地位が階級の影響を統制しても女性の主
観的健康に影響をあたえるという結果を確認することができた． 
「国民生活基礎調査」を用いた分析からは，母子世帯と父子世帯の比較がその原因別(離別・

死別・未婚)に行われた．その結果，母子世帯の子供のウェルビーイング(健康や教育)に対する
因果効果が確認されたものの，父子世帯の因果効果は逸脱行動についてのみしかみられないこ
とが明らかになった． 
サンプルサイズの大きな公的統計データから観察されるデータを用い，どのような因果推論

が可能かについての検討を行った.因果推論については『理論と方法』で報告し，また公的統計
データを用いた因果推論について検討を行った． 
 
③健康・医療格差に関する研究 
「21 世紀出生児縦断調査」のデータを用いた分析から，幼児期に朝食を抜くと，その後の幼

児期の過体重=肥満が増加するが，その関連性には男女差がある可能性があることを明らかにし
た.家庭や車内での自主的な禁煙ルールの分析において，インターネット上のサンプルセレクシ
ョンの問題を補正するために,国民生活基礎調査のサンプルから推定されたウェイトが使用され
た．公的統計データを用いた補正が独自の Web 調査データに対しても適用され，このような公的
統計と社会調査の連携の有効性が確認された．特にタバコや新型タバコに関する研究結果をま



とめ，複数の英文雑誌に掲載した． 
 
（2）公的統計データを用いた共同利用・共同研究 
「公開データを用いた社会階層構造と教育の変容に関する分析」を組織し，尾嶋史章(同志社

大学)，有田伸(東京大学)，阪口祐介(桃山学院大学)，吉田崇(静岡大学)，古田和久(新潟大学)，
多喜弘文(法政大学)，石田賢示(東京大学)が研究協力者として参加した.本研究の成果の成果報
告会は 2021 年 3月 25 日(木)にオンラインによって行われ，8つの研究成果が報告された．具体
的には，①「学歴別生涯所得」のコーホート間比較：就業構造基本調査を用いた疑似パネル分析，
②就業構造基本調査を用いた収入格差の要因分解：時点間の変化に着目して，③入職コーホート
と中年期における地位・所得：初職非正規拡大の媒介効果の検討，④残存率の推計からみた労働
市場の流動化，⑤集団別社会経済的地位尺度の構築：連関モデルの応用，⑥大卒者の職業構成に
関する分析，⑦女性の学歴と専門職の関連構造：就業構造基本調査を用いて，⑧エスニック・コ
ミュニティと高校教育機会という内容が報告され，日本社会における社会階層構造の実態や趨
勢が，大規模サンプルのデータから明らかにされた． 
また，「就業構造基本調査」と「国民生活基礎調査」を用いたデータ分析からは，日本におけ

る学歴同類婚の趨勢が示され，近年になるにつれて夫婦の学歴の関連が弱まっていることが明
らかになった．「国勢調査」のデータ分析からは，学歴同類婚の趨勢が都道府県別に明らかにさ
れた．分析からは，都道府県間の違いよりも出生コーホートによる違いが大きいことが明らかに
なった．このトレンドと地域差の両方についてさらなる分析から検討することが課題である． 
「就業構造基本調査」を用いたデータ分析からは，社会経済的地位尺度と社会的地位尺度が作

成され，これまで日本の階層研究で用いられていた職業威信スコアとの比較が行われた．SSM 調
査データの分析や東京大学社会科学研究所若年・壮年パネルデータにその尺度を用いて，世代間
移動や社会・文化的な活動の格差について明らかにした.社会経済指標(SEI)と社会的地位指標
(SSI)を比較した結果，世代間移動においては同様の関連をしめしつつ，また文化的活動を説明
する上では社会的地位指標の予測力が高いことが明らかになった.さらに，この枠組みを発展さ
せ，ジェンダー別の職業的地位尺度の開発を行った.分析には「就業構造基本調査」のデータを
用い，連関モデルを適用した.その結果，旧来の Duncan らの方法による社会経済的指標(SEI)と
ジェンダー別の SEI は高い相関を示すこと，しかし女性の職業的状況や所得差を説明する上で
はジェンダー別 SEI を用いたほうが説明力は高いことなどが明らかとなった．このような職業
的地位尺度は，今後の社会階層研究を行っていく上での重要なツールである．作成した職業的地
位尺度については，ホームページ上で公開し，誰もが利用できるようにした． 
このような公的統計データで作成した尺度を適用するための Web 調査を行い，世代間の職業

の相関が分析された．一般の社会調査よりも世代間の相関は低く，何らかの補正が必要であるこ
とが示唆された． 
 

（3）公的統計データ利用促進のための活動と大学院での教育 
これまでの公的統計の活用方法や申請のノウハウを資料としてまとめた．多くの研究者に公

的統計の利用に関心をもってもらうように，その成果については，数理社会学会のワンステップ
アップセミナー（「公的統計データを用いた研究の実践：申請から利用まで」，講師：藤原翔（東
京大学），多喜弘文（法政大学），日時：2019 年 8月 29 日（木）16:00～18:00，場所：熊本県立
大学）で報告した．また，若手研究者に公的統計データを活用してもらうために，匿名データを
申請し，大学院で公的統計データの利用についての実習を行った（東京大学大学院「社会階層論」
「計量社会科学 I」）．匿名データの申請からデータの加工，そして分析からレポートの執筆まで
行い，その一部の成果が数理社会学会などで報告された． 
これらデータの利用促進活動については，「公的統計データを用いた社会学的研究の可能性と

その教育」（共同研究集会「官民オープンデータ利活用の動向及び人材育成の取組」（2019-ISMCRP-
5004）2019 年 11 月 15 日（金）於：統計数理研究所）として報告された． 
 
本研究課題から，日本の公的統計データを活用することで，日本社会の格差・不平等に関する

様々な知見が得られた．公的統計データを用いることで，日本社会における格差・不平等の実態
が精度高く明らかになるとともに，今後の社会調査を実施する上での，基本的な変数の整理や関
連の傾向，また補正の方法などについて検討することが可能になった．COVID-19 の影響もあり，
海外での研究活動に制限があったが，この間に COVID-19 後の社会調査や公的統計データの分析
を行っていく上での注意点や分析枠組みについて，検討を行うことが可能となった． 
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